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イベント概要 

 

[企業名]  松田産業株式会社 

 

[企業 ID]  7456 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  2026 年 3 月期 決算説明会 

 

[決算期]  2026 年度 通期  

 

[日程]   2026 年 5 月 27 日  

 

[ページ数]  43 

  

[時間]   14:00 – 15:05 

（合計：65 分、登壇：34 分、質疑応答：31 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  2 名 

代表取締役社長   松田 芳明（以下、松田） 

取締役執行役員 CSR・IR 部長 田中 善則（以下、田中） 
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登壇 

 

司会：松田産業株式会社、2026 年 3 月期通期決算説明会を開催いたします。本日はご多忙の中、

決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。 

開催に当たりまして、各種お願いとご連絡事項を申し上げます。 

本説明会は、決算報告の後、質疑応答のお時間を設けております。質疑応答はコントロールパネル

の Q&A 機能より、テキスト形式にて受付いたします。 

14 時 30 分ごろから質疑応答に移らせていただき、頂戴したご質問を読み上げ、ご回答させていた

だきます。お時間の関係上、全てのご質問にお答えできない場合もございます。あらかじめご了承

ください。 

なお、チャット機能は使えませんので、何かお困りごとがございましたら、Q&A 機能にてお知ら

せください。また、説明会終了後、3 分程度のアンケートをお願いしております。ご協力いただけ

ますよう、どうぞよろしくお願いいたします。 

これより、2026 年 3 月期通期決算について、代表取締役社長 松田芳明および取締役執行役員

CSR・IR 部長 田中善則より、ご報告させていただきます。 
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松田：皆様、本日は当社の決算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。松田

産業株式会社 代表取締役社長 松田芳明でございます。 

これより、2026 年 3 月期決算についてご報告させていただきます。 

本日は、ご覧の流れでご説明いたします。初めに、連結決算の概要と、新たに策定しました中期経

営計画について、概要をご説明いたします。その後、セグメント別の業績と次期見通しについて、

IR 担当の田中よりご説明いたします。 
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それでは、連結決算の概要についてご説明いたします。現在ご覧いただいておりますスライドは、

決算説明のポイントでございます。 

2026 年 3 月期の連結売上高は、貴金属相場高騰の影響もあり、初めて 6,000 億円を突破し、過去

最高の売上高となりました。営業利益につきましても、貴金属関連事業、食品関連事業ともに増益

となり、過去最高を更新しております。 

経営指標としては ROE が 15.4%、総資産営業利益率が 11.9%と、いずれも改善いたしました。ま

た、2027 年 3 月期の 1 株あたり配当金は、9 期連続増配の 110 円を予想しております。 
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初めに、連結業績の概要についてご説明いたします。 

2026 年 3 月期の売上高は、貴金属関連事業、食品関連事業ともに、販売量の増加や価格上昇など

で増加し、前期比 46.7%増加の 6,878 億円となり、営業利益は、販売量の増加に加え、貴金属価格

の上昇や食品関連事業での価格転嫁などで利益率も改善し、前期比 77%増加の 224 億円となりま

した。 

この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比 77.2%増加の 167 億円となりました。 
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売上高、営業利益および当期純利益の 3 カ年の推移は、ご覧の通りでございます。 
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続きまして、連結貸借対照表についてご説明いたします。 

まず、資産につきましては、貴金属価格の上昇の影響も受けた棚卸資産、売上債権の増加などによ

り、流動資産が 546 億円増加し、固定資産につきましても、工場設備の新設等により 39 億円増加

いたしましたので、資産合計では、前期末に比べ、585 億円増加し 2,277 億円となりました。 

負債につきましては、買掛金、短期借入金の増加などにより、流動負債が 353 億円増加し、設備

投資を目的とする長期借入金の増加などにより、固定負債が 42 億円増加いたしましたので、合計

では前期末に比べ、396 億円増加し 1,087 億円となりました。 

純資産につきましては、利益剰余金の増加などに伴い、前期末に比べ 189 億円増加し 1,190 億円

となっております。 
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次に、連結のキャッシュ・フローになります。 

当期の営業キャッシュ・フローは、税金等調整前の当期純利益や仕入債務の増加などによる資金の

増加に対し、棚卸資産、売上債権の増加ならびに法人税等の支払いなどによる資金の減少が上回

り、89 億円の資金減少となりました。 

投資キャッシュ・フローにつきましては、工場設備等の有形固定資産の取得などにより、44 億円

の支出となっております。 

財務キャッシュ・フローは、長短借入金の増加などにより、162 億円の資金増加となりました。 

2026 年 3 月期の決算概要は、以上の通りでございます。 
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続きまして、5 月 13 日に公表いたしました、新たな中期経営計画につきまして、概略をご説明い

たします。 

当社グループは、資源の有効活用と持続可能な資源確保を通じて、お客様や社会の課題解決に資す

る高い付加価値を提供し、社会変化に適応し、進化し続ける、お客様・社会から常に必要とされる

企業を目指して、成長戦略に取り組んでまいります。 
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ご覧いただいておりますのが、新たな中期経営計画で取り組むマテリアリティになります。 

当社の事業を通じて社会に貢献していくために、環境・社会面でのマテリアリティにも取り組んで

まいります。 

この取り組みを、事業の成長戦略と融合させて、価値を生み出し、持続的な企業価値の向上を目指

してまいりたいと考えております。 
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当社は、環境負荷低減と事業成長の両立、多様な人材活躍による成長加速、ならびにお客様満足の

向上と社会の信用確保をマテリアリティとしております。 

ご覧いただいております重点テーマについて、具体的に取り組んでまいります。 
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成長戦略のご説明の前に、前・中期経営計画を振り返ります。 

経営目標に対しましては、貴金属価格の上昇も追い風となり、ご覧の通り、営業利益率を除いて、

達成することができました。 

営業利益率は目標を下回りましたが、貴金属価格の上昇に伴う売上高の増加に比べ、ヘッジ取引に

よる価格変動リスクの抑制や、相対的に利益率が低い宝飾分野の取扱量の増加など、貴金属関連事

業の利益率が影響したものです。 

また、4 カ年累計の営業キャッシュ・フローは 400 億円を目安としましたが、約 60 億円にとどま

り、不満の残る結果となりました。貴金属価格の上昇による運転資本の大幅な増加が要因ですが、

新たな中期経営計画では、経営目標を掲げて改善に努めてまいります。 
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現在、ご覧いただいておりますのが、重要施策に関する具体的な取り組みになります。 

時間の都合上、詳細のご説明は省略させていただきますので、資料でご確認ください。 
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振り返りの最後に、キャッシュ・アロケーションにつきまして、当初の想定と結果の概要をまとめ

ております。 

営業キャッシュ・フローの乖離を有利子負債の増加で補い、事業投資ならびに株主還元へ配分する

結果となりました。 

貴金属のリサイクルを信用取引で行うため、高い財務健全性を求められますので、自己資本比率の

改善を課題として認識しております。 
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ここからは、新たな中期経営計画の概要を説明させていただきます。 

まず、経営目標をお伝えいたします。 

計画の最終年度となる 2028 年度を達成時期としまして、連結営業利益を 280 億円、ROE を 11%

以上、総資産経常利益率を 10%以上といたしました。 

また、課題となりました営業キャッシュ・フローは、3 カ年の累計で 350 億円の獲得を目標に掲

げ、達成を目指してまいりたいと考えております。 
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成長のストーリーになりますが、マテリアリティの取り組みの経済価値化を進め、貴金属関連事業

と食品関連事業の双方を引き続き、牽引役として、収益基盤の強化と新規収益源の創出を目指して

まいります。 

次に、各事業の成長戦略ならびに経営基盤の強化につきましてご説明します。 

 

 

 



 
 

 

 

 

 
17 

 

 

貴金属関連事業では、電子デバイス市場の拡大など、機会の増大につながる好環境であると見通し

ております。この認識のもとで、資源リサイクルの総合力をいっそう高め、国内外における資源循

環のバリューチェーンを強化し、事業拡大により、営業利益 245 億円を目指してまいります。 
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当事業は、動脈プロセスと静脈プロセスの強化と、プロセスをつないだ一気通貫のソリューション

展開を進め、競争力のある資源循環バリューチェーンの構築・強化を図り、シェアを拡大してまい

りたいと考えております。 

具体的な施策は、ご覧の通りとなります。 
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食品関連事業では、地政学リスクや気候変動などに伴い、食料の安定供給に懸念のある事業環境で

ありますが、グローバルな調達網の拡大と、加工度の向上による高付加価値化を推進し、収益性と

資本効率向上を伴った成長を追求してまいりたいと考えております。 
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当事業では、グローバルな調達網の拡大により、事業環境にある安定供給のリスクをチャンスに変

え、顧客ニーズを先取りした商品開発と提案型営業により、成長市場での販路拡大をしてまいりた

いと考えております。加工度の向上により付加価値を高め、質の伴った成長につなげて利益率を改

善し、営業利益 35 億円を目指してまいります。 
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経営基盤の強化では、事業の高度化を目指した DX の推進と、サイバー攻撃などの脅威に対し、事

業の持続性を確保するためのセキュリティ対策に注力してまいります。 
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また、価値創造の源泉となる人的資本の拡充を推進し、経営人材、リーダーシップ人材、グローバ

ル人材の育成や、女性活躍に向けた施策に取り組んでまいりたいと考えております。 
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資本政策に関しましては、成長性を捉えた事業機会への最適資源配分、財務健全性の確保ならびに

株主還元のバランスを考慮し、持続的に企業価値を向上することを基本方針としております。 

この方針のもとで、中期経営計画の 3 カ年において、想定するキャッシュ・アロケーションはご覧

の通りになります。 

利益成長と運転資金の適正化による営業キャッシュ・フローを 3 カ年で 350 億円獲得し、将来に

向けた事業投資に約 180 億円、株主還元に 100 億円から 120 億円程度を配分する想定をしており

ます。 
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株主還元につきましては、安定且つ持続的な配当の実施と、市場環境などを勘案した機動的な自己

株式の取得を、引き続き基本方針とさせていただきます。 

この方針のもとで、配当金につきましては、計画の最終年度に株主資本配当率を 2.5%以上まで高

めてまいりたいと存じております。 

私からのご説明は、以上とさせていただきます。 

ここから、IR 担当の田中より決算概要の補足と次期の見通しにつきまして、ご説明させていただ

きます。ご清聴ありがとうございました。 
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田中：IR を担当しております、田中でございます。 

私から、2026 年 3 月期のセグメント別業績ならびに 2027 年 3 月期の業績見通しにつきまして、

それぞれご説明させていただきます。 

2026 年 3 月期のセグメント業績につきましてご説明いたします。初めに、貴金属関連事業になり

ます。 

当事業の売上高は前期比 57.7%増加の 5,704 億円、営業利益は前期比 90.0%増加の 193 億円となり

ました。 

外部環境として、当事業の業績に影響します、主力顧客である電子デバイス分野は、AI データセ

ンター関連事業が牽引して生産状況は緩やかに回復し、宝飾分野は買取市場を中心に闊達な状況が

続きました。 

このような状況の中において、当事業では資源リサイクルの総合力による資源循環機能を高くご評

価いただき、貴金属リサイクルの取扱量が増加し、貴金属相場の上昇も大きく影響したことによ

り、大幅な増収増益となりました。 

営業利益の増減要因につきましては、後ほど補足させていただきます。 
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続いて、当事業の売上高を品目別で、補足させていただきます。増減比較につきましては、全て前

期比になります。 

売上高の品目別の構成は、金製品が全体の約 77%を占め、続いて白金族製品、銀製品という順に

なります。構成割合としましては、前期とおおむね同水準になりますが、金製品の構成の高さは宝

飾分野の取扱量が多いことを示しております。 

それぞれの品目の売上増減推移を見ますと、金製品では前期比で約 59%、金額で 1,631 億円、売

上が増加いたしましたが、数量要因で 5.7%、価格要因で 53.7%の増加になります。 

銀製品は、前期に比べて約 70%、金額で 176 億円、売上が増加しており、数量要因では 1.4%減少

いたしましたが、価格要因での 71.8%の増加が、売上の増加に寄与したものでございます。 

白金族製品は、前期に比べ約 61%、金額で 254 億円、売上が増加し、数量要因で 10.1%、価格要

因で 50.8%の増加になります。 
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次に、食品関連事業の業績です。 

当事業の売上高は前期比 9.6%増加の 1,174 億円となりましたが、営業利益は前期比 23.9%増加の

31 億円となりました。 

外部環境として影響します、主力顧客の食品製造業界につきましては、値上げによる収益改善はな

されたものの、国内の個人消費の伸び悩みにより、数量面では厳しい状況が続きました。 

このような事業環境の中で、当事業におきましては、顧客ニーズの変化に即した機動的な商品提案

と安定供給体制の強化に努めました結果、販売量の増加ならびに利益率の改善などで、増収増益を

達成することができました。 

営業利益は、原材料価格の高騰などに対する価格転嫁が進んだことや、加工度のある商品の販売量

が増加したことなどで利益率が改善し、約 24%の増益になったものです。 
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食品関連事業の売上高を品目別で補足させていただきます。こちらも比較は、全て前期比になりま

す。 

水産品の売上高は約 9%、金額で 40 億円ほど増加いたしましたが、数量要因で 1.6%、価格要因で

7.6%増加したことによります。 

畜産品の売上高は約 9%、金額で 39 億円ほど増加いたしましたが、数量要因で 3.1%、価格要因で

6.2%増加したことによるものです。 

品目別の最後に、農産品の売上高は約 6%、金額で 7 億円ほど増加しております。数量要因で

4%、価格要因で 1.8%、いずれも増加した内容でございます。 
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続いて、前期との比較で、営業利益の増減要因につきまして、補足の説明をさせていただきます。 

貴金属関連事業の営業利益は前期比で 92 億円ほど増加しておりますが、電子デバイス分野の緩や

かな回復と、宝飾分野の数量増加を要因といたしまして、おおよそ 62 億円、利益を引き上げる結

果となり、また貴金属価格の上昇要因を主とした利益率の改善により、おおよそ 64 億円、営業利

益の増加に寄与いたしました。 

製造費や販管費の増加、約 34 億円を吸収いたしまして、92 億円の増益になっております。 

食品関連事業の営業利益は前期比で 6 億円ほど増加しましたが、数量要因で 4 億円ほど、価格要因

でおおよそ 7 億円、利益を押し上げた結果、販管費は約 5 億円増加いたしましたが、吸収いたしま

して、6 億円の営業利益増加となりました。 
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次に、2027 年 3 月期の連結業績見通しにつきまして、ご説明いたします。 

売上高は前期比 1.8%増加の 7,000 億円、営業利益が 7%増加の 240 億円、当期純利益は前期比

2.1%増加の 171 億円を見通し、増収増益の予想となりました。 

増収の予想は、貴金属関連事業での電子デバイス分野の生産回復などに伴う、貴金属リサイクル取

扱量および製商品の販売量の増加を見通し、食品関連事業での販売量拡大を見通した内容によるも

のでございます。 

増益の予想につきましては、売上高と同様に、いずれも数量増加によるものでございます。 
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次に、セグメント別の業績見通しになります。 

貴金属関連事業では、貴金属リサイクルの取扱量や製商品の販売数量に大きく影響する、電子デバ

イス分野の生産が回復するという見通しの中で、売上高では 1.7%増加、営業利益では 8.1%の増加

を予想しております。 

食品関連事業では、多様化する顧客ニーズに対して、当社の強みである調達力を生かすことで、販

売数量の拡大を見通し、売上では 2.2%の増加を予想しております。一方で、人件費等のコスト上

昇なども含みまして、営業利益はおおむね横ばいを予想しております。 



 
 

 

 

 

 
32 

 

 

見通しの前提につきまして、概要を説明させていただきます。 

業績予想の前提をご覧いただいておりますが、貴金属関連事業では、外部環境として、主力顧客で

ある電子デバイス分野の生産状況の回復を見通しております。こちらは AI データセンター向け需

要が引き続き牽引し、またその他の需要も改善に向かい、全体的な回復基調が進むものと予想して

おり、同分野におけます、国内外での貴金属リサイクル取扱量および製商品販売量の増加を見込ん

でおります。 

また貴金属相場につきましては、なかなか先読みは不確実でございますので、前年度 4 クォーター

の平均並みで想定いたしまして、金はグラム 24,000 円、銀はグラム 400 円を予想の前提としてお

ります。 

次に、食品関連事業になります。こちらは外部環境面では、国内での食に対する個人消費は物価上

昇などを背景に、いささか力強さを欠く状況が継続するものと予想しております。またサプライチ

ェーンでは、買い負けなどを背景とした安定供給懸念から、よりいっそう調達力の重要性が増すと

いう状況を見通し、顧客ニーズに応えた、より加工度の高い商品ラインナップの拡充を行いまし

て、販売量の拡大を見込んでいるところでございます。 

設備投資でございますが、IT 投資も含みまして、約 73 億円の投資を想定しております。また減価

償却費は 40 億円程度を見通しています。 
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サステナビリティ経営の推進につきましては、中長期を見据えまして、引き続き積極的に実施して

まいりたいと考えており、直近でも社会的に問題化しております、情報セキュリティへの対策につ

きましても、投資を含め、積極的に進めてまいりたいと考えております。 

私からのご説明は、以上とさせていただきます。 

参考資料としまして、上期・下期別の業績見通しや、貴金属相場の推移なども付けておりますの

で、ご参照いただければと存じます。 

この後は、皆様からのご質問にお受けしてまいります。 

ここまでご清聴いただきまして、ありがとうございました。  
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質疑応答 

 

司会 [M]：これより、質疑応答に移らせていただきます。お時間の許す限り、たくさんのご質問を

お受けしたいと思いますので、どうぞお気軽に、Q&A 機能にてご質問をお寄せください。ぜひ忌

憚のないコメントも頂戴できればと思います。 

田中 [M]：最初のご質問を読み上げさせていただきます。 

質問者 [Q]：貴金属価格の上昇が、貴社の取り扱う回収量に与える影響について。 

田中 [A]：貴金属相場と貴金属リサイクルの数量の相関関係についてのご質問と理解させていただ

きました。 

まず、私から回答申し上げます。 

当社の主力顧客である、電子デバイス分野につきましては、半導体や電子部品の製造に貴金属や貴

金属材料が当然使われますので、製造に使われる材料に使用されることから、この貴金属リサイク

ルの取扱量や製商品の販売量と、貴金属価格の上昇、貴金属相場の相関関係は、直接的にはござい

ません。 

一方で、ボリュームが非常に多い宝飾分野でございますが、こちらは宝飾品の買取市場に位置する

企業様との取引が中心になりますので、この貴金属価格の変動、特に貴金属価格の上昇で、その貴

金属リサイクルの取扱量が増加する傾向が見られます。 

それぞれの顧客の状況に応じて、その貴金属相場と数量との相関関係になろうかと考えます。 

私からの回答は以上です。 

松田 [A]：貴金属は非常に高騰しておりますので、それを使わない方向に動くお客様、もしくはそ

の商品自体を止められるお客様も若干あることは事実ですけれども、それ以上に、昨今の AI、も

しくはデータセンターの需要は、足元、非常に強いものがあるように感じております。 

加えて、貴金属価格は過去に上昇したときに、貴金属をなるべく使わないような技術を、各々のお

客様がずいぶん強められたと思いますが、これ以上減らすと貴金属特有の物性を発揮できない、つ

まり、さびない、もしくは導電性の問題などをクリアできなくなる可能性があり、品質保証上の問

題にも発展しますので、お客様の話を聞いていますと、もうこれ以上減らせない、むしろ、もう少

し増やす可能性もあるというお客様もいらっしゃいます。 
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ですから、そういったものが拮抗していく、もしくはこれからの AI データセンター需要向け、も

しくはその他の電子部品業界の発展に伴って、使用量は増えていく可能性も高いのではないかと考

えております。 

田中 [M]：二つ目のご質問に移らせていただきます。こちらも貴金属相場でございます。 

質問者 [Q]：貴金属相場に業績も株価も左右される傾向だが、市況感に左右されない事業構造を目

指していくために、どういった事業モデルを築いて拡大していくべきと考えているか。 

田中 [A]：大変難しいご質問でございますが、私から回答させていただきます。 

当然ながら、当社の貴金属関連事業は貴金属を取り扱っておりますので、貴金属を取り扱う以上、

貴金属価格の変動による影響からはなかなか逃れることは難しいと思っております。 

しかしながら、その影響をいかに抑える構造にするかにつきましては、改善していく必要性がある

と思っております。 

資源リサイクルの技術や機能、製品開発、そしてその品質、さらには環境価値も加えまして、貴金

属相場に影響されない付加価値をよりいっそう高めて、より強固な収益基盤にするというような事

業モデルを追求していきたいと考えている次第でございます。 

私からは、以上の回答とさせていただきます。 

松田 [A]：田中からありましたように、いかにリサイクル技術を発展させるか、また当社が作って

おります貴金属に関する製品、例えば、めっき液や蒸着材料がありますが、こうしたものの製品特

性上の技術をさらに発展させていく、もしくはそれに伴って環境付加価値をきちんと差別化させて

いくことは、貴金属相場に左右されない構造を作り上げていけるのではないかと強く考えておりま

す。以上です。 

田中 [M]：三つ目のご質問に移らせていただきます。 

質問者 [Q]：中東情勢がもたらす貴社への影響について、現況を知りたい。また今期の計画や中計

の策定に、中東情勢が影響した要素があれば教えて欲しい。 

田中 [A]：まず、私から回答させていただきます。 

中東情勢につきましては、当然ながら、資材なども含めます、価格上昇でのコストアップは現実的

に見られております。 
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さりながら、貴金属関連事業、食品関連事業ともに、直接的な経済活動に影響するような状況に

は、現在ございません。今後、当然ながら、引き続き注視が必要になろうかと思いますが、直接的

な影響は、現在までは出ていない状況でございます。 

また、見通しや中期経営計画の策定に対して、中東情勢の影響等を織り込んだ要素があるかという

ご質問もございました。 

策定時点で、先ほども回答させていただいた、いわゆるコストアップといった価格の上昇がすでに

想定されたものにつきましては、見通しや中期経営計画の中でも織り込んでいますが、それを除い

た部分につきましては、特段、何か考慮したものはございません。 

貴金属関連事業にいたしましても、食品関連事業にいたしましても、当社自体もそうですが、やは

り当社のお客様が、この中東情勢によってどういう影響を受けるかが、非常に重要でございます。

そういったものに、引き続き当社も注視しながら、経営に図ってまいりたいと考えている次第でご

ざいます。 

私からの回答は、以上でございます。 

松田 [A]：当然のことながら、毎日のニュースを見て、中東情勢が当社に対してどういう影響を及

ぼすかということは精査していますが、全く影響がないということはあり得ないと思います。ただ

足元を見ていて、原油に対する製品について、軽微にいろいろ問題が出てきているのかなとは思い

ますけども、全体感として、上期の業績に与える影響は、あまり大きなものはなさそうだと思って

おります。 

下期、今年度いっぱいという雰囲気はありますが、次年度どうなっていくかということになると、

この戦争というか、戦闘状態というか、中東情勢全体の及ぼす影響がずっと続いた場合は、当然

BCP 上の問題が、お客様を通じて連鎖的に起こってくる可能性がありますので、これは世界経済

全体と等しく影響を受ける可能性が高いと思っております。 

現在としては、足元に大きな影響を与えるものは起こっていないと言えると思います。以上です。 

田中 [M]：まだお時間は十分ございますので、次の質問に移らせていただきます。 

質問者 [Q]：今回の中期経営計画では、経営目標に売上高がなかったようだが、目標としなかった

理由は何か。 

田中 [A]：先ほど社長より、新しい中期経営計画の経営目標をご説明させていただきました。その

中で、売上高はなかったのですが、この理由につきましては、当社の売上高は、貴金属関連事業で

は貴金属相場、食品関連事業では消費市況などといった、外部要因に大きく左右される構造でござ
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います。こういった価格形成のコントロールには主体性を持ち得ない状況ですので、この目標には

適さないという判断を今回させていただいたところが、経営目標に売上高を採用しなかった理由に

なります。 

ただし、当然ながら売上高につきましては、資本収益性といった観点では重要なファクターになり

ますので、利益率、あるいは回転率などを通じまして、売上高にも注視し、かつ管理していくこと

にはなってまいります。 

以上で、回答とさせていただきます。 

田中 [M]：次のご質問に移らせていただきます。 

質問者 [Q]：連続の増配、DOE2.5%以上という方針ですが、株主還元の考え方と、キャッシュの使

い分けや優先順位をどう考えていますか。 

田中 [A]：株主還元の考え方あるいは方針につきましては、先ほどの社長からの説明の中でもござ

いました通り、特段、変更をしているところはございません。目安としております配当の DOE を

増配などにより引き上げていくことで、株主還元の充実に努めていきたいと考えている次第でござ

います。 

また、使い分けや優先順位というご質問ですが、当社ではキャッシュ・アロケーションにおける特

段の優先順位は定めておりません。 

当社は成長性を捉えた事業機会への最適資源配分、財務健全性の確保、株主還元のバランスを考慮

して、持続的に企業価値を向上させることを資本政策の基本的な方針としておりますので、成長の

ための事業投資、財務健全性の確保、そして株主還元、こういったものに対する優先順位ではな

く、あくまでもそのバランスをしっかり考慮した配分に努めていきたいと考えております。 

私からの回答は、以上とさせていただきます。 

松田 [A]：先ほどのキャッシュ・アロケーションでご説明した通りでございます。それをきちんと

実現していきたいと考えております。以上です。 

田中 [M]：次のご質問に移らせていただきます。 

質問者 [Q]：食品事業の今後の展望について、長期的な視点でお聞きしたい。 

田中 [A]：当社の食品関連事業の長期的な展望というご質問でございますが、長期的には外部環境

という見方が重要になると思っております。 
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長期的には、日本の国内におきましては人口減少が進むというところでございます。そういった中

では、食品全体の消費に対する成長性は、全体としては期待できないと認識しております。 

一方で、世界に目を向けますと、世界全体では ASEAN なども含めまして、人口増加がマクロ環境

として予想されている部分になると思っております。こういった世界全体の人口増加が、食品需要

の増大につながっていくことが、おおよそ予想されております。その結果、食品原材料の供給に関

しての不安も、いささか指摘されている部分があろうかと思います。 

こういったことにある程度目を向けますと、このような視点の中では、当社の使命である安全・安

心な食品原材料を安定供給していくことを捉えますと、グローバルな調達網などをいっそう生かし

ていくことで、海外への販路拡大を進めていきたいと思っております。 

そういった販路の拡大が、持続的な成長に向けた展望の一つになるかと考えている次第でございま

す。 

私からの回答は、以上でございます。 

松田 [A]：直近の問題としまして、円安があると思います。円安については、当社は逆に強みかと

考えております。圧倒的な調達能力は他社と比べてあると思いますし、昨今におきましては、なる

べく海外で加工度を、つまり原料をそのまま輸入するわけではなく、食品として食べられるという

か、商品に近いような形まで加工して日本に輸入してくる、加えて、それに対するメーカー同様の

品質管理能力をきちんと有しているという点で、他社にない食品商社機能を構築しつつあるのでは

ないかと思います。 

今後、それに伴いまして、数量・売上の拡大を図ってまいりたいと思います。以上です。 

田中 [M]：次のご質問に移らせていただきます。 

質問者 [Q]：原油価格の高騰が事業にどう影響しているのか、詳細に教えてください。27 年 3 月

期など今後の見通しについてもご教示いただけないか。また、食品は値上げになると思うが、この

予定はいつからの予定になるか。 

田中 [A]：私から、回答させていただきます。 

原油価格の高騰につきましては、当然ながら直接的な輸送用のエネルギー、燃料といったものの価

格の高騰にもつながってまいりますし、あるいは当社の貴金属関連事業では、貴金属リサイクルや

製品製造を行っており、そういったものに使われます燃料・エネルギーの価格にも影響してまいり

ますので、変動費としての価格影響としてコストアップが、出てくるところでございます。これは

前期にも出ており、当期の計画の中でも、そういったものが含まれております。 
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こういったものに関しましては、コストの増加に対して、いかにそれを販売価格に転嫁するかが、

やはり重要になってくるところでございます。 

食品の値上げというご質問がございましたが、昨年度も、食品関連事業では原材料価格の高騰など

も含めた価格転嫁を着実に進めてまいりました。 

また、これはかなり追っかけっこになろうと思いますが、そういった変動コストの価格の上昇に関

しましては、お客様にもお願いさせていただきながら、できるだけ価格転嫁につなげていきたいと

考えております。 

私からの回答は以上になります。 

松田 [A]：原油、石油業界のことにつきましては、正直言いまして、門外漢になりますが、状況を

見てみますと、ある程度の原油価格高騰による影響は覚悟しなければならないと思います。当然、

中東以外の場所からの調達が今、模索されておりますが、中東から原油が復活したとしても、必要

がなくなったから、もうそちらからは要りませんというわけにいかないと思いますので、原油価格

自体が一段階上がる可能性は今後、考えられると思います。 

そのような状況下においても、いかにそのコストを吸収して、価格競争力をつけるかということ

が、当社としては課題ではないかと思っております。 

食品の値上げは、お客様がどのように対処していくかだと思いますが、先ほど申し上げました通

り、円安に伴って、資材価格というか、食品の原料価格は高騰しておりますので、円の安い日本に

は売らず、他国に売ってしまうということは多々あると思います。きちんとした価格転嫁を図って

いかなければならないと思いますけれども、お客様も徐々に値上げをせざるを得ないのではないか

と思っております。以上です。 

田中 [M]：お時間もわずかとなりましたので、次の質問で最後とさせていただきます。 

質問者 [Q]：貴金属リサイクル事業において、国内および海外での競争力について、改めて教えて

欲しい。 

田中 [A]：貴金属リサイクル事業での国内および海外についてですが、海外は、拠点によって工場

機能も備えた拠点も複数ございます。 

そういった海外での工場機能も発揮しながら、また海外では昨今、環境規制も強化されております

ので、貴金属含有の産業廃棄物の適正な処理に、やはり強みがあるだろうと思っております。 
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含めて、これは日本の国内における製品の製造と、一気通貫としてのプロセスにすることが可能と

なるビジネススキームでございますので、そこの一貫的なプロセスを活用することで、国内および

海外ともに競争力としながら事業の拡大に努めているところでございます。 

私からの回答は以上でございます。 

松田 [A]：貴金属リサイクルでの、有価物の回収ということで、単に営業力を高めれば集まるとい

うものではないと思います。 

当社の場合、動脈・静脈と言っております、動脈の部分で、貴金属製品の販売もしくはそれに絡む

化成品の販売で、それらの販売力、技術的能力を高めながらお客様に供給する、それをまたリサイ

クルを行い、それを国内・海外でも循環して行っていく。 

また海外につきましては、主に東南アジアですけど、拠点網はほぼ完全に揃っておりますので、製

品を販売していく、当然製品の BCP 上の問題も解決していく。 

そうしたことで、おそらくあまり他社にない製品供給網とリサイクル網を構築しておりますし、さ

らに強化している段階ではないかと思っております。この辺で、さらに競争力を強めてまいりたい

と思いますし、こういった循環型のリサイクル網を、東南アジアに限らず多方面にも展開してきた

いと考えております。 

改めて、海外で、主に日系以外のお客様でも、かなりの信頼性を得るようになってきており、外資

といいましょうか、アメリカ資本やヨーロッパ資本の会社からも、そうした引き合いが増えてきて

おりますので、これらの販売網もしくは回収能力につきましても、順次強化していきたいと考えて

おります。以上です。 

田中 [M]：以上で、回答とさせていただきます。 

皆様、多数のご質問をお寄せいただきまして、誠にありがとうございました。お時間の関係上、ご

回答できなかったものもございましたが、誠に申し訳ございませんが、こちらをもちまして質疑応

答を終了させていただきます。ありがとうございました。 

松田 [M]：本日は、多くの皆様にお集まりいただき、誠にありがとうございました。 

今後も、よりいっそうの努力を重ね、企業価値の向上に努めてまいります。引き続き、ご支援とご

協力を賜りますようお願い申し上げます。ご清聴ありがとうございました。 

司会 [M]：松田産業株式会社、2026 年 3 月期通期決算説明会を終了させていただきます。 
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なお、冒頭でも申し上げましたが、終了後、アンケートへのご協力をお願いいたします。この後、

画面が切り替わり、アンケート画面が表示されます。アンケートへのご回答をお願いいたします。 

本日は、ご参加いただきまして誠にありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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